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都道府県国保ヘルスアップ支援事業

【経緯】
○ 国保制度改革により、平成30年度以降都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や
効率的な事業の確保等、国保運営の中心的な役割を担うこととなった。

○ 「都道府県国民健康保険運営方針策定要領」（平成28年４月28日付け保発0428第16号厚生労働省
保険局長通知別添）においても、都道府県は、保健事業を含む医療費適正化に向けた取組（現状の把
握、市町村の好事例の横展開、市町村に対する定期的・計画的な指導・助言の実施等）を推進するこ
とが期待されている。

○ 更に、平成30年度からは、都道府県は保険者努力支援制度において評価されることとなり、都道府
県の役割を踏まえた医療費適正化に向けた取組（特定健診受診率、重症化予防の取組割合、医療費分
析の実施、市町村への指導・助言等）が評価指標となっている。

都道府県国民健康保険運営方針策定要領（抜粋）
３．主な記載事項※

（５）医療費の適正化に関する事項
（現状の把握）
○ 取組の進んでいる市町村の好事例の横展開等、医療費適正化対策の充実強化に資する取組を定めること。ま
た、データヘルス計画に基づくＰＤＣＡサイクルにより、効果的・効率的に保健事業を実施すること。

（医療費適正化に向けた取組）
○ 都道府県は、地域の実情を把握の上、取組の進んでいる市町村の事例の情報提供等を通じた好事例の横展開
や、市町村に対する定期的・計画的な指導・助言の実施等、医療費適正化対策の充実強化に資する取組を定め
ること。また、保健事業に取り組む際には、データヘルス計画に基づくＰＤＣＡサイクルによる事業実施を行
い、効果的・効率的な実施を行うこと。

以上を踏まえ、平成30年度より、都道府県が実施する保健事業等に対する助成事業として、
特別調整交付金を活用した「都道府県国保ヘルスアップ支援事業」を創設する。

※都道府県が策定する国保運営方針に定める事項

※ 今後、平成30年度以降の都道府県が担う役割を踏まえ、国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指
針（平成16年厚生労働省告示第307号）における都道府県の役割に係る記載についても一部改正。

出典：平成30年度都道府県及び市町村国保主管課職員研修
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【１】目的
• 県が共同保険者として、広域的に実施することが望ましい保健事
業について、医療費適正化に向けた取組を推進することが必要で
あることから、KDBシステム等を活用しながら、市町村のニーズに
応じたデータ分析支援等を実施。

岡山県国保ヘルスアップ支援事業

• 特定健診・特定保健指導の実施率向上、糖尿病性腎症重症化予防の
取組が進んでいない市町村も県内には多い。

• 県全体の市町村国保特定健診・特定保健指導の実施率は、上昇傾向
だが、低迷している。

• 県においても「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」を作成し市町
村の取組を支援しているが、取組状況には差があり、市町村が地域
の実情に合わせた取組を進めていけるよう、更に技術的な支援が必
要である。

• 各市町村がデータヘルス計画に基づき、PDCAサイクルに沿って質の
高い特定保健指導、糖尿病重症化予防等、市町村の健康課題に応じ
た保健事業が効果的に実施されるよう、関係者の人材育成を行う必
要がある。

【２】 現状と課題
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令和６年度
岡山県国保ヘルスアップ支援事業計画

(1) 特定健診受診勧奨事
（A 市町村実施事業の基盤整備事業）

(2) 保健所国保ミーティング
（A 市町村実施事業の基盤整備事業）

(3) KDBを活用した生活習慣病に係る医療費分析
（B市町村の現状把握・分析）

(4)医療機関に向けた受診勧奨事業および特定健診情報提供事業
（C都道府県が実施する保健事業）

(5) 糖尿病性腎症重症化予防事業
（D人材の確保・育成事業）

(6) 糖尿病性腎症重症化予防アウトカム評価事業
（Eデータ活用を目的とする事業）

(7) 医療費等分析によるCKD重症化予防モデル事業
（Fモデル事業） 4



１ 特定健診受診勧奨事業
• 特定健診受診率の向上のため、R２～R５までは市町村を選定し、計11市町村
を対象に受診勧奨事業を実施.。R６より事業対象を全市町村に拡大し、主に
通院中未受診者を対象に(医療機関から市町村への情報提供対象者)、ナッジ
理論を活用した受診勧奨を実施し、受診率の向上を図った。

実施内容

〇３つの中から事業を１つ選定し実施。R6：23市町村の支援を実施。

①情報提供事業の対象者抽出及び実施案内の送付

②かかりつけ医療機関を印字した受診勧奨通知の送付

③医療機関における情報提供対象者の分析

〇一般住民向け、医療機関向け、医師向けの受診勧奨資材の作成及び配布

〇市町村で継続的に効果的な未受診者対策が行えるよう、全市町村を対象に、
ナッジ理論に基づいた効果的な受診勧奨方法に関する研修会を実施(R6.12.23)。

情報提供件数： R3:1535件 R4:1777件 R5:3162件 R6：未定

特定健診受診率(国保)： R3:31.5％ R4:32.8％ R5:35.5％(速報値)
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住民向け 特定健診受診勧奨チラシ
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医療機関用 特定健診情報提供勧奨チラシ
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医師用 特定健診受診・情報提供勧奨チラシ
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２ 保健所国保ミーティング

保健所・支所が実施主体となり、連携会議等により市町村の現
状把握を行い、保険者努力支援制度に挙げられているデータヘル
ス計画の実施、評価、特定保健指導実施率の向上、糖尿病性腎症
重症化予防等を地域で効果的に進めるための助言・支援を行う。

また研修会等を開催し、地域の関係者の人材育成を行う。

○実施主体：各保健所・支所（9カ所）

○実施方法：会議、研修会等地域の実情に応じた方法とする。

○実施内容：

・KDBを利用した生活習慣病データ分析資料 岡山県の成人保健を作成(県にて実施)

・効果的な糖尿病性腎症重症化予防 ・特定保健指導実施率向上

・データヘルス計画の実施評価

・データヘルス計画に係る市町村内の関係部局との連携体制について

○対象者：各保健所・支所管内の市町村職員
9



３ KDBを利用した生活習慣病にかかる
医療費の現状分析

各市町村及び後期高齢者医療広域連合が保有する健診・医療・
介護データの一体的なモデル分析を行い、市町村の健康課題を把
握し、優先すべき課題を明確化することで、市町村が効率的・効
果的な保健事業が実施できるように支援。

〇モデル分析の観点

• 特定健診・保健指導の実施率の向上に寄与するもの

• 生活習慣病等の重症化予防に寄与するもの

• 医療費適正化に寄与するもの

• 介護予防に寄与するもの

〇令和7年3月 研修会開催予定
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４ 医療機関に向けた受診勧奨事業および
特定健診情報提供事業
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特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き（第4版）



受診率向上事業の契約
（国保ヘルスアップ支援事業）

岡山県
（市町村の代表）

岡山県医師会
（医療機関の代表）

保険者 各医療機関 被保険者

参加市町村一覧送付

参加医療機関一覧送付

集合契約（情報提供事業）

受診

検査データ

提供料支払

★岡山県と岡山県医師会が集合契約（R３開始）

R3情報提供件数：1535件
R4情報提供件数：1777件
R5情報提供件数：3162件
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特定健診情報提供事業 医師会報及びHP掲載チラシ
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「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」を適切に実施できるよう、

市町村関係者の人材育成を行い、保健事業の基盤整備を図る。

①研修会

・本県では、「岡山県糖尿病性腎症重症化予防プログラム」を策
定。市町村が被保険者の課題の分析と対策の立案・実施、事業状
況の評価を実施するために必要な知識・技術の習得を目的とした。

〇内容

糖尿病性腎症の基礎知識、糖尿病性腎症の療養支援のポイント、
糖尿病性腎症重症化予防プログラムのアウトカム評価について

○対象者：市町村職員等（保健師、看護師、管理栄養士等）

〇実施方法：①令和６年６月６日

②令和６年７月５日

（両日とも同じ内容で実施） WEB開催
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５ 糖尿病性腎症重症化予防事業 [2/3]

②保健指導スキルアップセミナー

・保健指導対象者への効果的な保健指導や、受診勧奨を実施

するためのスキルの習得を目指すために実施。

○対象者：市町村職員(保健師、看護師、管理栄養士等)で、

糖尿病性腎症重症化予防対策に従事する者、国民健康保険

事業に携わる事務職員等

○実施方法：R6年10月24日 開催予定

○内容

・講演「糖尿病性腎症の重症化予防保健指導で受診に無関心な住民に、

どのように対応するか？－行動変容アプローチの視点から有

効な面接方法を探る－」

講 師：奈義・津山・湯郷ファミリークリニック 所長 松下 明 先生

・事例発表「総社市における糖尿病性腎症重症化予防の取組み」
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５ 糖尿病性腎症重症化予防事業 [3/3]

③糖尿病性腎症重症化予防シンポジウム

・糖尿病性腎症の診断と治療に関する最近の話題や本県の取組等
を共有。「糖尿病性腎症の克服を目指して」をテーマとして開
催。

〇方法:R7年1月12日 ハイブリッド開催

〇内容

「岡山県糖尿病性腎症重症化予防プログラムのアウトカム結果と
改定案」

「特定保健指導の実際」

「我が国の糖尿病関連腎臓病ー過去・現在・未来ー」
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６ 糖尿病性腎症重症化予防アウトカム評価

糖尿病性腎症重症化予防プログラムのアウトカム評価を実施。
市町村がアウトカム評価のシステムを運用できるように支援を
行う。

〇実施方法
①KDBシステムを用いたデータの比較

②受診勧奨実施率・受診勧奨後の医療受診率の把握

③尿中アルブミン測定結果の取得

〇参加市町村

①27市町村、②27市町村、③15市町村

アウトカム評価方法については、「岡山県糖尿病性腎症重症化
予防プログラムアウトカム評価のためのマニュアル」として市
町村に配布。研修会において内容を説明。
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７ 医療費等分析によるCKD重症化予防モデル事業
［1/6］

（１）医療費等の分析・評価

（２）透析治療患者の現状分析

（３）保健指導用資材の作成

（４）医療費分析研修会の開催

（全市町村対象）

（５）CKD重症化予防に係るモデル事業
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目 的

データヘルス計画に基づき、各市町村が効果的なPDCAサイクルを実施できる。

内 容

①KDB等の分析に基づく岡山県および各市町村の生活習慣病対策のための現状分析
・KDBシステムを用いて県及び各市町村について、糖尿病、高血圧、慢性腎臓病
など生活習慣病に関するデータ分析

②CKD患者の状態把握、医療費の把握
・国保のレセプト分析により、維持透析患者と保存貴腎不全患者の抽出、その人数
及び医療費を市町村ごとに算出。

7 医療費等分析によるCKD重症化予防モデル事業
［2/6］

（１）医療費等の分析・評価
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目 的

医療費が高額となる透析治療患者（国保被保険者）について、県全体、
県内各市町村ごとの現状分析を実施する。

内 容

県在住の透析患者数、年齢、性別、治療法、透析年数、導入源疾患、保険の種
類、死亡者数と死亡原因の分析の実施。

「岡山県の透析患者数と分布の推移に関する分析報告書」を発行。

7 医療費等分析によるCKD重症化予防モデル事業 ［3/6］

（２）透析治療患者の現状分析
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目 的

各市町村において、糖尿病性腎症重症化予防事業を実施する際に対象
者に効果的な保健指導、受診勧奨を実施するために、健康教育を行うため
の資材を作成。

7 医療費等分析によるCKD重症化予防モデル事業
［4/6］

（３）保健指導用資材の作成
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目 的
医療費適正化に向けてPDCAサイクルに基づいた保健指導が効果的に実

施されることを目指す。

7 医療費等分析によるCKD重症化予防モデル事業
［5/6］

（４）医療費分析研修会の開催

〇対象者:市町村職員（保健師・管理栄養士・看護師・事務職員等）で、国民健康保
険事業に携わる者、保健所・支所職員
〇実施方法:①R6年6月20日（木） WEB開催

②R7年2月 6日（木） WEB開催
〇内容
・生活習慣病対策のための現状分析
・本県のKDB分析
・CKD概論等
・市町村の取組紹介
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内 容

①CKDネットワークの構築

②CKD研修会（医師、コメディカルを対象に実施）
Aコース(CKD全般)；令和6年7月21日、11月17日
Bコース(専門的)；令和6年7月28日、12月1日

③モデル市町村への指導・助言
倉敷市、総社市、備前市、高梁市、美作市、新見市に実施。
〇web会議（7回実施）
・現状分析・把握、問題点・課題の抽出
・具体的なＣＫＤ対策の計画立案と実行
・評価と次年度の計画策定

7 医療費等分析によるCKD重症化予防モデル事業
［6/6］

（５）CKD重症化予防に係るモデル事業

23



岡山県国保ヘルスアップ支援事業 実施体制

Ａ市
（保険者）

Ｂ町
（保険者）

Ｃ村
（保険者）

県保健所
支所(9ヵ所）

医療機関

国保連

国保被
保険者

助言・支援

県
（健康推進課）

県
（長寿社会課）

データヘルス計画に
基づく効果的な保健事業

岡山大学病院 C：県が実施する保健事業
◆医療機関に向けた受診勧奨事業及び特定
検診情報提供事業

連携

連携

B：市町村の現状把握・分析
◆KDBを活用した生活習慣病医療費の現状分析

D:人材の確保・育成事業
◆ 糖尿病性腎症重症化予防

F:モデル事業
◆医療費分析等によるCKD重症化予防モデル事業

連携

連携

連携

委託

県内27市町村

連携

岡山県健康おかやま２１推進会議
岡山県国民健康保険運営協議会

（第三者支援・評価機関）

糖尿病医療連携体制検討会議
CKD・CVD対策専門会議

E：データ活用を目的とする事業
◆糖尿病性腎症重症化予防アウトカム評価事業

A：市町村実施保健事業の基盤整備
◆特定健診受診勧奨事業
◆保健所国保ミーティング

県医師会
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令和７年度
国保ヘルスアップ支援事業計画
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１ 特定健診受診勧奨事業（全市町村対象事業及び市町村毎の

事業支援）

２ 保健所国保ミーティング

３ KDBを利用した生活習慣病にかかる医療費の現状分析

４ 医療機関に向けた受診勧奨事業及び特定健診情報提供事業

５ 糖尿病性腎症重症化予防

６ 糖尿病性腎症重症化予防アウトカム評価事業

７ 医療費等分析によるCKD重症化予防モデル事業


